
次世代IPネットワーク推進フォーラム                          TN-SWG－10－3 

端末･網SWG 報告書（案）修正内容一覧 2007年12月4日 

 端末･網SWG主査 

 

「TN-SWG-9-4 端末･網SWG報告書_本文」 及び 「TN-SWG-9-4 端末･網SWG報告書_付図」 からの修正内容の一覧を以下の表１に示します。 

 

                         表１ 端末･網SWG 報告書（案）修正内容一覧 （赤字は内容を変更した部分） 

項

番 

指摘日 

指摘者 

頁 指摘内容 

（コメント） 

対応方針 

（調査結果） 

修正前 修正後 

１ 2007年 

11月26日 

NTTﾄﾞｺﾓ 

松木様 

11 図3.1.3-2で「実質的に規制をかけていな

い」の部分 

・技術的条件はネットワーク保護の観点

から通信設備を保有する事業者が総務

省へ申請して許可を受けるものなので

「電気通信回線設備を保有しない事業

者」が技術的条件を作るということは奇

異な感じを受ける。     

総務省様に確認

した結果、実例

もある内容であ

り、技術的条件

の内容を記載す

る。 

（補足参照） 

図3.1.3-2 

・「実質的に規制をかけていない」（但し、特殊な端

末設備として電気通信事業者が認可を受けて定め

る端末設備の接続の技術的条件を適用することが

できる。） 

図3.1.3-2 

・「技術的条件を適用することもできるが、規制をか

けていない場合が多い。」（特殊な端末設備とし

て電気通信事業者が認可を受けて定める端末設

備の接続の技術的条件を適用することができ

る。） 

２ 2007年 

11月26日 

NTTｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝｽﾞ 

澤口様 

30 4.2.1.2.2 責任分界点の定義の明確化 

・「NGNにおけるIP電話以外のサービス

が標準化途中であること」の表現につい

て、技術基準（責任分界点）の検討が他

のSWGで行われていることを考えると、

24ﾍﾟｰｼﾞの表現を参考に見直した方が

良いのではないか。 

指摘を反映して

表現を見直す。 

なお、責任分界点がサービス提供時に具体的にど

のポイントであるかについては、ＮＧＮにおけるＩＰ電

話以外の多くのサービスが標準化途中であること、

責任分界点はサービス毎に事業者が規定すべき事

項であること、端末・網ＳＷＧはサービスに共通的な

ものを検討する方針であることから、検討の対象外

とした。 

なお、責任分界点がサービス提供時に具体的にど

のポイントであるかについては、ＩＰ電話、コンテンツ

配信、固定・移動シームレスに関するサービスは、

他ＳＷＧの検討課題であること、その他のサービス

については標準化途中であること、責任分界点の

位置はサービス毎に事業者が規定すべき事項であ

ることから、検討の対象外とした。 

３ 同上 35 4.2.1.5 検討結果 

2項と同様の観点で表現見直し 

・指摘を反映して

表現を見直す。 

・誤記の訂正 

以上のように、責任分界点について考えられる多様

な解釈の中から、法制度に立脚した「責任区分点」

と「切り離し点」の２つに絞込み検討を深めた。どち

らも技術基準の策定を検討するには、現状では新

たなサービスの共通認識が未成熟な状況であり、

検討を進めるには時期早尚との結論となったが、責

任区分点については、ＮＧＮ時代の多層のサービス

階層を法制度の観点から検討するモデルを作成し

た。また、切り離し点については、多様なサービス

が同時に提供されるような環境化で、端末と網間の

「全体切り離し」だけではなく、様々な「部分的切り

離し」の可能性について検討を行った。 

以上のように、責任分界点について考えられる多様

な解釈の中から、法制度に立脚した「責任区分点」

と「切り離し点」の２つに絞込み検討を深めた。どち

らもサービス個別の検討を進めているＩＰ電話、コン

テンツ配信、固定・移動シームレス以外のサービス

では、技術基準の策定を検討するには新たなサー

ビスの共通認識が未成熟な状況であり、検討を進

めるには時期早尚との結論となった。ただし、責任

区分点については、ＮＧＮ時代の多層のサービス階

層を法制度の観点から検討するモデルを作成し

た。また、切り離し点については、多様なサービス

が同時に提供されるような環境下で、端末と網間の

「全体切り離し」だけではなく、様々な「部分的切り

離し」の可能性について検討を行った。 



４ 2007年 

11月26日

ジュピタ

ーテレコ

ム黒木様 

32 図4.2 1.4 従来のインターネットアクセス

によるモデルの記述例(P32) 

・二段目のISP,サービスのサービスはど

ういう意味か。 

・三段目のブロードバンドキャリアサービ

スはブロードバンドに限定するのか。 

・ISPサービスで

一つの言葉 

・ブロードバンド

は例であり、こ

のままの表

現。 

図4.2 1.4 

二段目 

 ISP 

 サービス 

図4.2 1.4 

二段目 

 ISPサービス 

５ 2007年 

11月26日

アンリツ

石塚様 

37 IP化時代の通信端末に関する研究会 

報告書（案） 

・四角で囲われた部分のアンダーライン

部分について、図4-10 IP化時代に・・・

から始まる文章で4行目、6行目の部分

に技術者育成の記述がアンダーライン

で強調されているのに、②の説明欄に記

述が無いのはなぜか。 

・アンダーライン

は抜粋した原

文に書いてあ

った為である

ことを確認。 

・今回、報告では

混乱しないよ

うに原文のア

ンダーライン

は削除する。 

・今回、報告で強

調する点には

アンダーライ

ンを付与す

る。 

図４－１０ IP 化時代に対応した資格制度の活用

（６２ページ抜粋） 

 （背景）IP 化時代においては、端末の役割の変化と

ともに、接続等に携わる技術者の役割も変化 

 ○IP 化の際には、物理レイヤからアプリケーショ

ン等のレイヤまでの知識がなければ発生した問題

に対応できなくなることが想定されるため、最新か

つ専門的な知識を持ち、総合的に判断できる人材

の育成が必要。 

 ○新しい技術の進展によりハード・ソフト的に多く

のサービスが登場するようになったとき、今までの

試験･育成の考えでは技術者レベルを担保し、利用

者のニーズに応えるのは難しく、技術者の育成の

考え方について見直しが必要。 

 ○秩序維持、生命及び財産の保護等にかかわる

処理・管理・制御等の機能を備えた端末について

は、直接的に製造･保守・運用、若しくは間接的に

監視監督するものに技術及び法の知識が必要。 

図４－１０ IP 化時代に対応した資格制度の活用

（６２ページ抜粋） 

 （背景）IP 化時代においては、端末の役割の変化と

ともに、接続等に携わる技術者の役割も変化 

 ○IP 化の際には、物理レイヤからアプリケーショ

ン等のレイヤまでの知識がなければ発生した問題

に対応できなくなることが想定されるため、最新か

つ専門的な知識を持ち、総合的に判断できる人材

の育成が必要。 

 ○新しい技術の進展によりハード・ソフト的に多く

のサービスが登場するようになったとき、今までの

試験･育成の考えでは技術者レベルを担保し、利用

者のニーズに応えるのは難しく、技術者の育成の

考え方について見直しが必要。 

 ○秩序維持、生命及び財産の保護等にかかわる

処理・管理・制御等の機能を備えた端末について

は、直接的に製造･保守・運用、若しくは間接的に監

視監督するものに技術及び法の知識が必要。 

６ 同上 36 次世代IPネットワーク推進フォーラム 

技術検討WG報告書 

5項と同様の観点で表現見直し 

同上 ２．課題の詳細とモデル（１５ページ抜粋） 

◇端末網の新たな機能と次世代 IP 網の新たな能

力は、バランス良く成長させ、利便性とライフライン

性を発展させる相互発展シナリオが重要であるが

どう協調していくべきか。 

４．検討の方向性（１６ページ抜粋） 

２．課題の詳細とモデル（１５ページ抜粋） 

◇端末網の新たな機能と次世代 IP 網の新たな能

力は、バランス良く成長させ、利便性とライフライン

性を発展させる相互発展シナリオが重要であるが

どう協調していくべきか。 

４．検討の方向性（１６ページ抜粋） 

７ 同上 39 東京都IT活用部会報告書 

5項と同様の観点で表現見直し 

同上 ○東京都 IT 活用部会報告書（平成１４年１月）「東

京都における IT を活用した災害対策について」 

（２）東京都として重点的に取り組むべきもの 

○情報空白期間への対応 

  ライフライン機関（電気、ガス、通信、道路、鉄道

等）との情報連携と都民への情報提供（インター

ネット等の活用） 

 →総合ライフライン情報コーナーの設置 

○東京都 IT 活用部会報告書（平成１４年１月）「東

京都における IT を活用した災害対策について」 

（２）東京都として重点的に取り組むべきもの 

○情報空白期間への対応 

  ライフライン機関（電気、ガス、通信、道路、鉄道

等）との情報連携と都民への情報提供（インター

ネット等の活用） 

 →総合ライフライン情報コーナーの設置 



８ 同上 39  同上 個別課題の検討の方向性（８ページ抜粋） 

 ○通信ライフラインとして不可欠な機能 

   （重要通信の確保、緊急通報の実現等） 

品質･機能の確保に関する検討（９ページ抜粋） 

 ○ＩＰネットワークが相互接続されるネットワーク形態に

対応するためにそれぞれのネットワ－クが満たすべき 

品質基準 

○通信ライフラインとして、不可欠な機能、基本サービ

スの安定的な提供に必要な機能 

について、主に以下の項目を検討。 

  ［品質の確保に関する検討］ 

       （省略） 

  ［機能の確保に関する検討］ 

   (1)重要通信の確保 

   (2)緊急通報に係わる機能 

   (3)発ＩＤ通知／非通知機能 

   (4)無効呼抑止機能 

       （以下省略） 

個別課題の検討の方向性（８ページ抜粋） 

 ○通信ライフラインとして不可欠な機能 

   （重要通信の確保、緊急通報の実現等） 

品質･機能の確保に関する検討（９ページ抜粋） 

 ○ＩＰネットワークが相互接続されるネットワーク形態に

対応するためにそれぞれのネットワ－クが満たすべき 

品質基準 

○通信ライフラインとして、不可欠な機能、基本サービ

スの安定的な提供に必要な機能 

について、主に以下の項目を検討。 

  ［品質の確保に関する検討］ 

       （省略） 

  ［機能の確保に関する検討］ 

   (1)重要通信の確保 

   (2)緊急通報に係わる機能 

   (3)発ＩＤ通知／非通知機能 

   (4)無効呼抑止機能 

       （以下省略） 

９ 同上 40 次世代IPネットワーク推進フォーラム 

技術検討WG報告書 

5項と同様の観点で表現見直し 

今回、報告では

混乱しないよう

にアンダーライン

は削除する。 

○次世代 IP ネットワーク推進フォーラム  技術基

準検討ＷＧ 報告書 平成 18 年 10 月 

 

２．２機能に関する検討結果（１０ページ抜粋） 

広く社会に浸透しているＯＡＢ～Ｊの電話は、社

会のライフラインとしての役割を担っており、現行で

もその実現すべき機能を技術基準として多く定めら

れている。 

  今後のＩＰ化されたネットワークにおいても社会

のライフラインとしての役割は変わることなく期待さ

れることから、そのために必要不可欠な、重要通信

の確保、基本的な通信サービスに必要な機能につ

いての検討を行った。 

 

２．２．２ 現行の技術基準を踏襲すべきもの（１４ペ

ージ抜粋） 

 現行の技術的条件を踏襲すべきものは、以下の

通りである。 

 ・輻輳発生時の重要通信の疎通確保 

 ・緊急通報 

なお、この検討結果をもって、これら以外の現行

○次世代 IP ネットワーク推進フォーラム  技術基

準検討ＷＧ 報告書 平成 18 年 10 月 

 

２．２機能に関する検討結果（１０ページ抜粋） 

広く社会に浸透しているＯＡＢ～Ｊの電話は、社

会のライフラインとしての役割を担っており、現行で

もその実現すべき機能を技術基準として多く定めら

れている。 

  今後のＩＰ化されたネットワークにおいても社会

のライフラインとしての役割は変わることなく期待さ

れることから、そのために必要不可欠な、重要通信

の確保、基本的な通信サービスに必要な機能につ

いての検討を行った。 

 

２．２．２ 現行の技術基準を踏襲すべきもの（１４ペ

ージ抜粋） 

 現行の技術的条件を踏襲すべきものは、以下の

通りである。 

 ・輻輳発生時の重要通信の疎通確保 

 ・緊急通報 

なお、この検討結果をもって、これら以外の現行



の技術的条件が不要であるというものではない。 

 （１）輻輳発生時の重要通信の疎通確保    

  電気通信は社会のライフラインとしての役割を

担っている。このことから、重要通信の優先的な

取り扱いについては、現行、電気通信事業法で

全ての電気通信事業者の対して課せられている

責務であり、その優先的な取り扱いを要する通信

は、事業法施行規則に定められているところであ

る。  

           

３．２ 現行の技術的条件を踏襲すべきもの（２４ペ

ージ抜粋） 

   現行の技術的条件を踏襲すべきものは、以下

の通りである。 

  ・事業者間で重要通信を優先的に取り扱うため

のルール等 

  ・様々な異常輻輳から網を守るために必要な機

能要件 

  ・発信者情報や位置情報、その他利用者に係わ

る情報の保護対策  

             （以下省略） 

 （１）「事業者間で重要通信を優先的に取り扱うた

めのルール等」 

   事業者間で重要通信を優先的に取り扱うため

のルールに関しては、現在、電気通信事業法施

行規則に「他の通信を制限・停止すること」「重要

通信の取り扱いを一時的に停止する際の通知」

「重要通信に付与された信号を識別した際の優

先的な取り扱い」について事業者間で取り決める

ことを定められている。 

   今後のＩＰ化されたネットワ－クにおいても、電

気通信に対する社会のライフラインとしての役割

は何ら変わるものではないから、現行の制度を

踏襲することが適当である。 

の技術的条件が不要であるというものではない。 

 （１）輻輳発生時の重要通信の疎通確保    

  電気通信は社会のライフラインとしての役割を

担っている。このことから、重要通信の優先的な

取り扱いについては、現行、電気通信事業法で

全ての電気通信事業者の対して課せられている

責務であり、その優先的な取り扱いを要する通信

は、事業法施行規則に定められているところであ

る。  

           

３．２ 現行の技術的条件を踏襲すべきもの（２４ペ

ージ抜粋） 

   現行の技術的条件を踏襲すべきものは、以下

の通りである。 

  ・事業者間で重要通信を優先的に取り扱うため

のルール等 

  ・様々な異常輻輳から網を守るために必要な機

能要件 

  ・発信者情報や位置情報、その他利用者に係わ

る情報の保護対策  

             （以下省略） 

 （１）「事業者間で重要通信を優先的に取り扱うた

めのルール等」 

   事業者間で重要通信を優先的に取り扱うため

のルールに関しては、現在、電気通信事業法施

行規則に「他の通信を制限・停止すること」「重要

通信の取り扱いを一時的に停止する際の通知」

「重要通信に付与された信号を識別した際の優

先的な取り扱い」について事業者間で取り決める

ことを定められている。 

   今後のＩＰ化されたネットワ－クにおいても、電

気通信に対する社会のライフラインとしての役割

は何ら変わるものではないから、現行の制度を

踏襲することが適当である。 

10 2007年 

11月26日 

NTTｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝｽﾞ 

52 6.2 ホームネットワーク等の発展に伴う

端末側の複雑化の課題 

・P52下から5行目でJ.190を参照している

が、これは必要か。本規格はケーブル

・P50の表中５－

３の「宅内フォ

ーラムが推進

したITU-T勧

ホームネットワークに関しては、MediaHomeNetのア

ーキテクチャーに関する勧告J.190の改訂が日本か

らの積極的な提案により2007年10月にＩＴＵ－Ｔ勧告

として承認された。付図-1にその構造を示すように

ホームネットワークに関しては、MediaHomeNetのア

ーキテクチャーに関するＩＴＵ－Ｔ勧告J.190の改訂

が日本からの積極的な提案によりSG9にて検討さ

れ、2007年10月に承認された。付図-1にその構造



澤口様 通信の規格なので次世代で引用する

のは適切で無い様に思われる。 

・J.190だけを引用するのは奇異な気が

する。 

告J.190・・・」

の記述に対応

してJ190の記

述を入れてい

る。 

・他のSG等の引

用を含め、

J.190以外のも

のを２，３行追

加する。 

大変複雑な構造となってきている。また、当フォーラ

ムの研究開発・標準化部会のホームネットワークＷ

Ｇ内でも、今後標準化されるであろう参照点モデル
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検討体制の中の副会長は、臨時総会に
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端末側の直下欄の「端末等設備規則」

は「端末設備等規則」の誤記 
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[補足] 

項番１：総務省様への確認結果 

（１） 指摘事項の根拠になっているのは、「端末設備等規則」の第八章（特殊な端末設備）第35条と理解しているが、認識は合っているか？ 

［確認結果］ 

事業法第52条第１項（第70条第１項で準用する場合を含む）及び端末設備等規則第35条（第36条で準用する場合を含む）に 

規定のある技術的条件に関する事項となります。 

 

（２）技術的条件については、一般的には、電気通信回線設備を保有する事業者が、そのネットワークに接続する条件（ネットワークを保護する条件）を 

 規定しているので、電気通信回線設備を保有しない事業者で、技術的条件を規定する例として、どういうものがあるかを教えてほしい。 

［確認結果］ 

事業法第52条第１項の記載中、「当該電気通信事業者又は当該電気通信事業者とその電気通信設備を接続する他の電気通信事業者であって 

総務省令で定めるものが総務大臣の認可を受けて定める技術的条件」とある通り、技術的条件については、 

電気通信回線設備を保有しない事業者の申請もございます。 

その場合、規定しようとする技術的条件について、電気通信回線設備を所有する電気通信事業者との合意を得ていることを 

求められており（施行規則第30条の２）、申請のあった例の１つとしては、ソフトバンクＢＢ株式会社殿のADSLサービスに関する技術的条件があります。 

 


